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労働組合の労働生産性に与える影響について*1

1．経営者が従業員の選好を的確に把握することは，それに経営者が合理的に応ずる限

り，労働生産性の向上に寄与すると思われる。従業員の不満に係る情報を早期に得，離職

をくい止めるための措置を採ることは，企業特殊熟練を確保し，採用・訓練コストを節約

することとなり，また，従業員の選好に係る情報に基づいて適当に待遇を改善すること

は，効率的に従業員の士気を向上させ，生産性向上につながるだろう。

　ところで，労働組合は，経営者による従業員の選好把握に対して正の効果を持ちうるも

のと考えられる。従業員にとって選好表明はリスク及び外部性を伴う行為であり，集団的

な発言機構の存在があってこそ効率的に選好が表明されることになるからである。

　したがって，労働組合の存在は，自発的離職率の低下や士気の向上をもたらし，労働生

産性を向上させる可能性がある。本稿の目的は，先行研究の諸問題を克服しつつ，我が国

製造業におけるかかる生産性向上効果 （ＶＯＩＣＥ効果）の存在を検証することにある。

２．標本には，1980年から90年までの各年のわが国製造業を二桁分類×規模別で分類し，

集計資料により作成したセル毎の平均企業データを用いた。これは，製造業全体の傾向を

把握するためであり，また，景気とＶＯＩＣＥ効果の関係を見取り，また，タイムラグを

考慮した分析を可能とするためである。

　検証手法には回帰分析（クロス・セクション及びパネル）を選び，上記標本につき，①

労働組合の生産性向上効果の分析，②労働組合の離職抑制効果の分析，③離職率低下の生

産性向上効果の分析，を行った。①の回帰式は，先行研究である村松（1983）の，労働能

率を説明変数として明示したコブ・ダグラス型生産関数を展開して得られる式をベースと

した。ただし，労働組合組織率が企業規模と高い相関関係にあるため，これを労働生産性

の説明変数として用いることは適当でないと考え，企業規模の影響を考慮した調整済労働

組合組織率を説明変数とする，等の改善を施した。また，②の分析には自発的離職率を労

働組合組織率と産業別の生産上昇率に回帰する式を，③の分析には，①に用いる回帰式の

調整済組合組織率を離職率（ここでは自発的離職率のデータが用い得ない）に代えた式

を，それぞれ用いた。

３．推定の末，今回の対象については「不況期のＶＯＩＣＥ効果」の存在を支持する結果

を得た。

*1　本稿は，平成５年度大蔵省財政経済理論研修での修了論文をもとに取りまとめたものであり，作成に当
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　②の分析の結果，組合組織率がほぼ一貫して自発的離職率の低下に寄与していることが

認められた。しかし，離職抑制効果は好況期には弱まる。これは，好況期にはそもそも従

業員の不満が小さく，加えて不満者には好条件の転職機会があるため，労働組合が発言機

構としての役割を発揮する余地が小さいことによると考えられる。

　また，③の分析からは，離職率の低下に労働生産性を引き上げる傾向があることを示唆

する結果を得た。（ただし，本来説明変数とすべき自発的離職率と異なり，合理的な雇用調

整等を含む離職率で代替したために，不況期を中心に有意性の低い結果が現れた。）

　そして，①の分析は，労働組合には，84年及び88－90年といった好況期を除けば，0.2－

0.3程度の弾力性を以て有意に労働生産性を引き上げる効果があることを認めた。この生

産性効果は，②及び③の分析が示すように，少なくとも部分的には，上記のＶＯＩＣＥ効

果によるものであろう。また，生産性効果が好況期において見られず，不況期ほど強く見

られるのは，上述のように好況期には労働組合の発言機構としての重要性が低下するから

であると考えられる。

Ⅰ．はじめに

　労働者の生産性は，資本財と異なり，仕事へ

の満足度，やる気，といった心理的な要素にも

依存している。また，特定企業での長期就業

は，労働者にその企業の事業に係る知識・知恵

・経験を蓄積させ，その生産性を高める効果が

ある。もしこれらの効果が十分高いのなら，企

業は従業員の不満・ニーズに積極的に応じるこ

とによって，その労働インセンティブを高め，

また離職を抑えて，経営の効率性を高めうる。

　労働者の不満・ニーズヘの対応が生産性を左

右する要素の一つなら，経営者が労働者の選好

を適当に把握すること，そのために労使コミュ

ニケーションの量質を高めること，は企業の生

産性に対してプラスの効果を持つだろう。した

がって，労働者の選好の代弁をその主務とする

労働組合は，生産性向上効果を持つ可能性があ

る。

　本稿の目的は，我が国製造業について労働組

合のこうした生産性向上効果を実証的に分析す

ることにある。

　ここでは，先行研究の手法に従い，労働生産

性を規定する資本装備率，労働時間，従業員の

学歴などの要素をコントロールした上で，労働

生産性を労働組合組織率に回帰するという手法

をとる。我が国製造業を二桁分類×企業規模別

に分類し，1980年から90年までの各年について

クロスセクション分析を行うと共に，パネル分

析を行った。先行研究では労働組合組織率その

ものを説明変数としているが，ここでは，労働

組合組織率が企業規模と高い相関を持つことに

鑑み，説明変数として企業規模の影響をコント

ロールした調整値を用い，分析を精緻にした。

これは本稿独自の貢献である。

　また，労働組合が労働生産性に与える影響が

本稿の仮説に係る経路を通じたものであるかど

うかを計るために，労働組合組織率に自発的離

職率を低下させる効果があるか，離職率の低さ

に労働生産性を高める効果があるか，につき，

それぞれ主な要因をコントロールした回帰分析

を行った。

　その結果，今回の標本については，好況期を

除けば，労働組合組織率は労働生産性に正の影
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響を与える有意な説明変数である，という興味

深い結果を得た。

　以下，Ⅱでは理論的枠組みを示し，Ⅲでは先

行研究を紹介しその問題点を示す。Ⅳでは推定

のための分析の枠組みを示し，Ⅴで推定結果を

要約してその解釈を行う。Ⅵは，結びとして

研究結果が要約され，今後の課題が述べられる。

Ⅱ．発言機構としての労働組合

１．ＶＯＩＣＥ仮説

　経営者が従業員の選好（「公正」感など）を的

確に把握することは，それに対して経営者が合

理的に応ずる限り，労働生産性の向上に寄与し

うるだろう。企業特殊熟練の重要度が高い（勤

続年数が生産性に強い正の影響を持つ）企業で

あれば，従業員の不満に係る情報を早期に得，

離職をくい止めるための待遇改善などを図るこ

とで生産性を高めうる。また，従業員の士気向

上が経営上のシリアスな課題である企業でも，

従業員の選好に係る情報は重要である。1)

　逆に，職務内容に企業間の差異が小さいこと

等から新規採用者の技能の転用が容易な業種

や，また労働アウトプットの数量的把握が容易

で士気向上が歩合制によって十分図りうるよう

なタイプの労働を中心とする産業では，従業員

の選好把握の重要性は薄れるが，それらはある

種の情報産業や商業，単純労働中心の産業など

に限られると考えられる。

　そして，労働組合は，経営者による従業員の

選好把握に対して正の効果を持ちうると考えら

れる。従業員にとって，自らの選好を個人とし

て経営者に表明することは，解雇，待遇悪化

（例えば，「出世に響く」）といったリスクを伴

う行為であるが，労働組合を通じて匿名化・集

団化されて表明される場合には，そのリスクは

小さくなる。また，多くの場合，従業員の選好

の表明は公共財の要素を持っている。ある従業

員の不満は他の従業員にも共有されている場合

が多く，一従業員の発言は他の従業員の利得に

もつながる。こうした状況の下では，すべての

従業員が誰かの発言を期待してフリー・ライ

ダーになろうとする可能性があるため，集団的

な発言機構の存在があってこそ効率的に選好が

表明されることとなる。2)

　以下では，いま述べた仮説，つまり「労働組

合を通じた従業員の選好表明が自発的離職率の

低下や士気の向上をもたらして労働生産性を高

める」という命題を，ＶＯＩＣＥ仮説と呼び，

この生産性向上効果をＶＯ Ｉ Ｃ Ｅ効果と呼ん

で，他の組合効果とは区別して用いることにす

る。3)

２．我が国製造業の組合効果

　本稿は，80年代の我が国製造業における労働

1 )　Ａｋｅｒｌｏｆ (1984)によれば，従業員と企業との間には暗黙にある種の贈与契約があり，均衡水準以上の好待

　遇を受けると，従業員はその見返りにノルマを越える労働などを提供する傾向にある。同論文で分析された

　Ｅａｓｔｅrn Ｕｔｉｌｉｔｉｅｓ Ｃｏ．の簿記職員のケースでは，職員間の人間関係の円滑を保つために，最も手際の悪い職員に

　合わせてノルマを設定することを多くの簿記職員が選好しており，同社はこの選好に応じることで，多くの

　職員から無給でノルマ以上の労働提供を得ていた。このケースが示すように，従業員の選好には職場ごとに

　特性があり，これを把握することは士気向上にとって重要である。
2)　以上の理解は，主にＦｒｅｅｍａｎ ＆ Ｍｅｄｏｆｆ（1979）より得た。
3 )　ここにＶＯＩＣＥの語を用いたのは，本節の議論の下敷きとなる一般理論を提示したＨｉｒｓｃｈｍａｎ（1970）

　が，経済行動を分類して，株価売却や離職といったＥＸＩＴとの対比において，経営者への提言，不満表明と

　いった行動をＶＯＩＣＥとして概念化したことによる。



労働組合の労働生産性に与える影響について

- 4 -

組合の労働生産性に与える影響を分析する。現

代の我が国製造業の多くは，品質管理や工程改

善の重要性などから企業特殊熟練の重要性は比

較的高く，ＶＯ ＩＣＥ仮説の妥当する可能性が

高いと考えられる。

　さらに加えて，我が国の労働組合は，ＶＯ Ｉ

ＣＥ仮説に整合的な性格を持っていると思われ

る。簡単に，ＶＯ ＩＣＥ仮説と異なる立場をと

る２つの代表的な組合観と対比しながら，我が

国労働組合の性格を示しておこう。4)

　第一に，労働組合を従業員の選好を尖鋭的に

表明する機関とみる伝統的な組合観がある。そ

の下では，ストライキ等に伴う損失や，不合理

な水増し雇用・ノルマ低下などにより，労働生

産性が引き下がると指摘される。

　ＶＯ ＩＣＥ仮説との関係では，こうした尖鋭

化は，労働組合が従業員の選好を誇張しあるい

は歪めて伝えており，発言機構として失敗して

いる，と見られるケースが多いと考えられる。

　かつて我が国では，冷戦構造下のポリティカ

ルな影響などもあって，尖鋭化による失敗は起

こりやすかったと思われる。しかし，一般に我

が国では第二組合形成などの経営政策の結果，

「御用組合」化が進んだと言われており，今回

の分析対象である1980年以降の我が国製造業に

ついては，こうしたタイプの発言機構としての

失敗は支配的な傾向ではなかったと想像される。

本稿はかかる歴史的潮流に鑑み，ＶＯ ＩＣＥ仮

説をより妥当なものと考える。

　いま一つの代表的な組合観は，労働組合を賃

上げ要求に係る独占体とみる立場である。その

下では，労働組合がない場合の均衡賃金に比べ

て賃金が高くなる傾向があり，その結果，労働

と資本の要素価格比が高くなり，より資本集約

的な技術が選好されることとなり，また，高賃

金の下で良質な労働者が選別されて採用される

ため，労働生産性が向上することとなる。

　従業員が賃上げを選好する限り，賃上げ要求

が発言機構としての組合活動の一つであるのは

自然である。しかしＶＯＩＣＥ仮説は，労働組

合の代弁内容が職場環境，ノルマ等を含めた労

働条件全般にわたるものと考えており，賃上げ

要求に特化するとは考えない。表２－１は，我

が国労働組合に対して，賃上げのための発言が

最も広く期待されているものの，それに限らず

幅広く労働条件全般の改善のための活動が期待

されていることを示している。活動の実際は概

ねこの期待を反映しているものと考えられ，我

が国では賃上げ要求への特化はそれほど強くな

いと言えよう。5)

Ⅲ．先行研究のレビュー

１．研究動向の概況

　Ｖ Ｏ Ｉ Ｃ Ｅ仮説の基本的アイディアは，

Ｂｒｏｗｎ ＆ Ｍｅｄｏｆｆ（1978）及びＦｒｅｅｍａｎ ＆ Ｍ

ｅｄｏｆｆ（前掲）において発表され，その後，米国

を中心に実証分析が積み重ねられている。

　その多くは特定産業を対象にした分析であ

4)　ここで示した２つの組合観は，Ｆｒｅｅｍａｎ ＆ Ｍｅｄｏｆｆ（前掲）の整理による。
5 )　また，労働組合の要素投入比への影響について，ＶＯＩＣＥ仮説は，従業員の選好に応じることには労働投

　入を向上させる効果があると考えており，したがって必ずしも要素投入比を変化させるとは限らないと考え

　ている。

表２－１　労働組合へ期待する事項
　　　　　（労働組合加入者の期待）
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り，例えば，Ｃｌｅｒｋ（1980）は米国セメント産業

を，Ａｌｌｅｎ（1986）は特定分野の建設産業を，

Ｍｅｆｆｏｒｄ（1986）は特定の消費財製造業を対象

に，労働生産性に影響する諸要因をコントロー

ルした回帰分析を行い，労働組合が労働生産性

に正の影響を与えることを示した（ただし，い

ずれも離職率の低下などが影響チャンネルであ

ることは示せなかった。）。また，Ｂｏａｌ（1990)

は，ウェスト・ヴァージニアの炭鉱を対象にし

た分析の結果，労働組合に労働生産性を高める

効果は認められず，小規模の炭鉱ではむしろ生

産性を引き下げていることを示した。

　特定産業の分析は，対象諸企業が技術条件・

需要環境などを共有しているため，分析が精緻

になり，また，聴取調査などを行うことでＶＯ

ＩＣＥ効果の影響チャンネルについて詳細な質

的情報を得られるといったメリットもある。し

かし他方で，得られた結論そのものが対象産業

の特性を反映しており，一般性を欠くものにな

る。

　こうした問題意識から，一般的な結論を志向

し，対象を広く製造業全体などとし，集計デー

タを用いた回帰分析も行われている。その先駆

が米国製造業全体を対象としたＢｒｏｗｎ ＆ Ｍｅｄ-

ｏｆｆ（前掲）であり，我が国製造業全体を対象と

した分析として，村松（1983）がある。

２．先行研究の要約

　本稿の目的は，我が国製造業におけるＶＯＩ

ＣＥ仮説の妥当性を一般的に検証することであ

り，その手法は村松（前掲）を土台にしている。

以下，同論文の概要を紹介する。

　村松論文は，まず，Ｂｒｏｗｎ ＆ Ｍｅｄｏｆｆ（前掲）

に倣い，労働能率を説明変数として明示したコ

ブ・ダグラス型生産関数を想定し，下式のよう

に労働生産性の説明式を導く。6)

Ｙ：産出量　Ａｉ：産業ダミー　Ｋ：資本ストッ

ク　ｅ：労働能率係数　Ｈ：労働時間　Ｎ：雇

用人員

　　同論文は，ＶＯ ＩＣＥ仮説の立場から，労

働組合は士気の向上，離職率の低さなどを通じ

て労働能率を高めると考える。いま，労働能率

の向上度を一定倍率ｃとして，労働組合組織率

をθとすると，労働者全体の能率は，

　と表せる。この両辺の対数をとって近似式を

使えば，

　となる。ところで，労働能率は，労働組合の

みでなく，性，学歴，年齢といった要素にも依

存している。これらの要因も同様のやり方で，

複合する効果を無視して近似すれば，

ＦＥＭ：女子比率　ＥＤＵ：高学歴比率（男子）

6)　(1)式は，労働能率を考慮した生産関数Ｙ＝ＡＫα（ｅＨrＮ）βを，労働生産性と資本装備率を明示するために変形

 して，

　 とし，定数項Ａを業種ごとに生産関数がシフトすることを考慮してダミー変数とし，また，資本装備率に関
 する生産性の弾力性が資本装備率と共に逓減することを考慮して，対数をとった形で表現した結果得られた
 ものである。
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ＡＧＥ：平均年齢　ＵＮＩ：労働組合組織率 いか，という解釈を提示している。

　となる。(2)式を(1)式に代入したものが，同論

文の回帰式となる。

　推定は，クロスセクション分析によっている。

二桁業種別，規模別，単独事業所で構成される

か否かの別によって，1973，78両年の我が国製

造業を約260に分類し，全国集計データから各

セクションの平均企業データを作成し，件の回

帰式を推定した。

　その結果，労働組合組織率の推定係数はいず

れも正（0.0523,0.185）であるが，そのｔ値

は，0.73，2.26と，1973年については説明変数

として有意でなく，78年については有意である

ことが示された。

　さらに，離職率の低下が労働生産性を向上さ

せるという仮説を検証するために，同式の組合

組織率を離職率に代えた式を推定し，離職率の

推定係数はいずれも負（－0.181，－1.01）である

が，そのt値の絶対値は，0.63，3.44であり，

1973年については説明変数として有意でなく，

78年については有意であることが示された。

　以上の結果を総合して，同論文は，労働組合

の生産性効果は，1973年については認められな

いが，78年については認められ，また後年にお

いては生産性効果の幾分かは離職率の低下を媒

介にしている（ＶＯ ＩＣＥ効果がある）と推測

される，と結論付けている。双年の結果が違う

ことについては，比較的好況期にあたる73年で

は，労働者の不満も少なく，また転職の機会に

恵まれているため不満を持つ従業員は容易に転

職を選ぶため，比較的労働組合の発言機能が発

揮されず，74年以来の不況期に当たる78年で

は，合理化に伴う労働者の不満も強く，転職の

機会にも比較的発言機能が強く現れるのではな

３.コメント

　村松論文は，集計データによる第一次接近と

いう手法ゆえの限界やデータの制約に伴う精度

の粗さの他，次のような点に問題があると考え

られる。

　第一に，労働組合組織率の数値を未調整で回

帰分析に用いることの問題がある。1980年から

90年までの我が国製造業二桁業種ごとの企業規

模（一企業当たり従業員数）と労働組合組織率

の相関係数は，いずれの年でも高い数値を示し

た（0.86超）。7)

　したがって，労働組合組織率を未調整で説明

変数として回帰分析を行った場合には，その推

定係数に係る結果は，企業規模を反映したもの

になる可能性が高い。企業規模はいわゆるス

ケール・メリット／デメリットに係る効果を持

ち，労働組合組織率を経由しない労働生産性へ

の影響を持つと考えられるからである。8)

　したがって，労働組合組織率から企業規模の

影響を除去し，調整済組織率を作成し，調整済

組織率を作成し，それを説明変数とするのが適

当であると考えられる。

　第二に，村松論文は労働組合の自発的離職率

引き下げ効果を実証していないため，ＶＯＩＣ

Ｅ仮説の検定としては不十分である。

　同論文は組合組織率の労働生産性への寄与，

及び離職率の労働生産性に与える影響について

は直接に分析している。しかし，労働組合の離

職率に与える影響については，両者を共に労働

生産性の説明変数とした場合の推定係数の変化

を見るという間接的な分析に止まっている。

　本稿は，自発的離職率を労働組合組織率に回

帰する分析を行い，この点を補った。

7)　この正の相関は，従業員数が大きいほど，組合設立・維持に尽力する有志が存在する確率が高く，また組合

　団体（連合など）の組合設立・維持への関心も高いことなどによるものと思われる。
8)　村松論文は，本来セクション内の総従業員数を説明変数に用いるべきところを企業規模に代えた分析も試

　みている。しかし，そのような調整法では，組合組織率の推定係数に係る結果の適正が図られるとは限らず，

　むしろ組合組織率と企業規模がマルチコリニアリティを起こすだけの結果に終わる可能性がある。
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　第三に，村松論文は離れた２時点のクロスセ

クションデータを分析しているため，推定係数

の推移，殊にその景気との関係を掴むことがで

きず，また，ＶＯＩＣＥ効果のタイム・ラグを

考慮した分析も行えなかった。

　本稿では，1980年から90年までの各年のクロ

スセクション分析及びパネル分析を行うことに

より，この点を解決した。

Ⅳ．推定のための分析枠組み

１．分析対象

　前節で述べた問題意識から，本稿は，我が国

製造業を二桁分類×規模別で，約60に分類し，

集計資料から作成したセルごとの平均企業デー

タを標本にしたクロスセクション分析を，1980

年から90年までのそれぞれにつき行い，あわせ

てパネル分析を行うこととする。

２．組合の生産性効果の計測

　労働組合の労働生産性に与える効果の計測の

ための回帰式は，村松論文に倣い，下の式を

ベースにする。

組織率の他に，男女比，学歴，年齢を用いた。

しかし，年齢については，高齢従業員，若年従

業員にはそれぞれの長短（熟練，体力など）が

あるため，平均年齢などを用いても効率労働者

比率になるとは考えられず，同論文でも有意な

説明変数となっていない。したがって，本稿で

は説明変数から除いた。

　また，平均的にみて女性従業員が男性従業員

よりも能率面で劣ることはありえようが，男女

比が事務職員の必要性の多寡などの経営条件の

違いに依存しているためか，実証分析の結果，

有意な説明変数とならず，最終的に説明変数か

ら除外することとした。

　こうした判断から，分析にあたっては，次の

式を用いることにした。

Ｙ ：産出量　Ａｉ：産業ダミー　Ｋ ：資本ス

トック　 ｅ ：労働能率係数　Ｈ ：労働時間

Ｎ：雇用人員 ＥＤＵ：男子大卒比率　ＵＮＩ：労働組合組織率

　(3)式は村松論文の(1)式と同値だが，マンア

ワー当たりの生産性を被説明変数としたため，

(1)式ではδが正となることが期待されるのに対

し，(3)式ではλが負になることが期待される。

　また，村松論文に倣って，ｌｎ　ｅについては，

　また，(3)式での労働組合組織率について，企

業規模の影響を除去するための調整を図るべ

く，各年ごとに労働組合組織率を定数項と企業

規模（一企業当たり従業員数）に回帰し，その

残差を調整済労働組合組織率（ＡＵＮＩ）として，

労働組合組織率に代えて説明変数とした。

　ところで，調整済労働組合組織率は，どのよ

うな要因に規定されているのだろうか。まず，

従業員の集団心理，経営者の経営姿勢などが挙

げられる。すなわち，従業員の間に組合を組織

し，維持しようとするだけの一体感，共同意識

があるかどうか，経営者に従業員の選好把握を

ＥＦＦｉ：効率労働者比率

と近似することが考えられる。

同論文は，効率労働者比率として，労働組合
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図４－１　ｌｎマンアワー当たり生産性（1980-90）

図４－１－２　ｌｎマンアワー当たり生産性（製造業平均）

図４－２－２　労働組合組織率の推移(製造業平均)

図４－３　調整済労働組合組織率（1980-90）

積極的に行おうとする姿勢があるかどうか，と

いった心理的な要因が組合組織率に影響してい

ると考えられる。

　さらに，こうした心理のなりたちには，組合

の設立・維持による従業員の選好表明／把握の

必要性や有用性を規定する技術的な要因が影響

図４－２　労働組合組織率（1980-90）

していると考えられる。本節末の図4-3が示

すように，産業別に見ると，調整済労働組合組

織率は，輸送機器，鉄鋼，石油化学などで高

く，なめし革，家具，食品，木材などで低い。

推測するに，製造技術の高度さや複雑さは，工

程をより複雑にし，配置転換の頻度を高めて，
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配属にまつわる潜在的不満などを高めることに

なるため，従業員には不満表明のための発言機

構の必要性を感じさせ，経営者には労務管理の

ための選好把握の必要性を感じさせる，といっ

た効果をもつのではないか。

　こうした仮説が妥当ならば，今回の回帰分析

は，こうした心理的及び技術的要因に基づく組

合の設立・維持が労働生産性に与える影響を推

定する仕事となろう。

　さて，以上を総合して，労働組合の生産性効

果を計測する回帰式を整理して書き直すと，下

のようになる。

　ところで，(5)式で，Ｙ（産出量），Ｋ（資本ス

トック）は名目値である。価格要因を除去する

ためには，それぞれを適当なデフレーターで実

質化することが望ましい。ところが，Ｙについ

ては各産業の製品ごとの物価指数を得ることが

できるが，Ｋに係るデフレーター，つまりセル

ごとの有形固定資本に係る価格指数を得ること

は，データの制約上困難であり，マクロのデフ

レーター（非金融法人の純固定資産に係るデフ

レーター）で代替せざるをえない。

　こうした代替的な手法では，価格要因を十分

に除去できないのみならず，かえって結果の妥

当性を失わせることとなりかねない。かかる懸

念から，今回は，名目ベースの(5)式と不十分な

実質化による(5)'式とを共に分析した。

ｙ：実質純付加価値　ｋ：実質有形固定資産

３．生産性効果の影響チャンネルの分析

　次に，労働組合の生産性効果の影響経路を分

析するための回帰式を準備しておこう。ＶＯＩ

ＣＥ仮説は，組合の発言機能を通じた従業員の

士気の向上と自発的離職率の低下とを影響経路

と考えているが，本稿の実証に当たっては計量

分析が実際的に可能な自発的離職率の低下に的

を絞って分析する。

　分析は二段階となる。第一に，労働組合組織

率の自発的離職率引き下げ効果を分析して，第

二に，自発的離職率低下の労働生産性向上効果

を分析することとなる。

　まず，自発的離職率（ここでは，〔個人的理由

による離職─結婚・出産・育児のための離職〕

／従業員数）は，労働組合組織率以外では，就

業条件に対する不満，就業先の倒産の可能性，

他企業の就業条件の魅力，転職の容易さなどに

依存しているだろう。そして，これらの条件

は，主として就業先企業及び同種の産業に属す

る企業をとりまく経済環境（好不況）に依存し

ていると考えられる。経済環境が良好であれ

ば，就業先企業に勤め続けるインセンティブが

高く，また倒産を見越した離職が減る反面，他

企業の就業条件の魅力も増し，労働市場の緩和

から転職も容易になる。これらの効果が互いに

相殺しあうため，ネットでの自発的離職への影

響はア・プリオリには断じえないが，いずれに

せよ，産業ごとの景気指標を説明変数とするこ

とで，これらの規定要因は概ねコントロールさ

れると考えられる。

　なお，他の規定要因として，女性職員比率を

考えることもできよう。女性職員には，他企業

での転用が比較的容易な技術を用いた事務処理

に従事するＯＬが多く，転職が比較的容易にで

きる，と考えれば，男女比もまた自発的離職率

の説明変数となろう。しかし，他方で，女性は

結婚，出産，夫の転勤などに伴う離職の可能性

が高いことから，企業側の採用も男性に対する

よりは慎重であり，したがって転職の機会は男

性に比べて恵まれてなく，かえって女性職員に

は離職を思い止まる傾向がある，と考えること

もできる。

　また，大卒職員は転職の機会に恵まれている

から離職の可能性が高い，と想定し，大卒比を

説明変数とすることも考えられる。しかし，他
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方で大卒職員は若年期の段階で比較的満足度の

高い条件を持つ企業に就職しているため，離職

のインセンティブが低い，と考えることもでき

る。

　いずれもこうした両面の効果があるせいか，

あるいはそもそも重要な規定要因でないせい

か，実証分析の結果，男女比，大卒比はいずれ

も有意な説明変数とならなず，最終的にはこれ

らは説明変数としなかった（なお，男女比，大

卒比を変数に加えた実証分析の結果は付録１に

掲載した。）。

　したがって，第一の分析のための回帰式とし

ては，下の式を用いることにする。

ＶＱ：自発的離職率　Ｇ：産業別鉱工業生産

上昇率

　なお，自発的離職率に関しては，製造業二桁

分類内の規模別データがないため，この分析は

規模区分なしで行うこととする（調整済労働組

合組織率も二桁産業全体の組織率で計算)。

　また，第二の分析（自発的離職率低下の労働

生産性引き上げ効果の分析）のための回帰式

は，本来，(5)，(5)'式の調整済労働組合組織率

を自発的離職率 （ＶＱ）に代えることで得られ

るが，自発的離職率の数値が得られる二桁分類

（規模区分なし）でこの式を推定すると，自由

度が大きく損なわれる。他方，トータルな離職

率（離職者／従業者）は，規模別で数値を得ら

れるものの，そこには定年と出向が多く含まれ

ることとなり，定年は過去の雇用規模を反映

し，出向は出向ポストの数，つまり企業規模な

どを反映していることに鑑みれば，自発的離職

率に代えて用いるには適当でない。そこで，こ

こでは，定年・出向要因をできるだけ除去しつ

つ規模別の数値がとれる説明変数として，55歳

未満の離職者の従業者に占める割合（非定年的

離職率）を用いることとした。

４．統計資料

　推定に用いた資料及び計算方法は，表４－１

(注)　(a)：通産省「工業統計表・企業編」
　　　(c)：日銀「卸売物価指数」
　　　(e)：労働省「労働組合基礎調査」
　　　(g)：労働省「雇用動向調査」

(b)：労働省「毎月勤労統計」
(d)：経企庁「国民経済計算」
(f)：労働省「賃金構造基本統計調査」
(h)：通産省「鉱工業生産指数」

表４－１　推定に用いた資料・算出方法



労働組合の労働生産性に与える影響について

- 11 -

のとおりである。

　規模分類は，村松論文では，労働生産性など

につき信頼できる集計資料が存在する最も細か

い区分に基づき，荒い区分でしか資料が得られ

ない変数（労働組合組織率，労働時間など）に

ついては，細区分内は同一の値をとるものとし

て取り扱っている。この手法にはセル数が多く

なるというメリットがあるが，企業規模はしば

しば産業の相違よりも大きく変数に影響してい

ると想像され，この手法ではかえって分析の精

度が落ちるのではないかと考え，ここでは，最

も重要なデータである労働組合組織率や離職率

が正確に取り扱える比較的荒い区分をとること

にした。その結果，企業規模は最大 4区分

（30～99人，100～299人，300～999人，1000人

以上）となり，セル数は年ごとに約60となった。

（付録２参照）。

　図４－１から ４－８までは，被説明変数及び

主要な説明変数の標本を整理したものである。

製造業全体のタイムシリーズデータを見るかぎ

り，生産性，組合組織率，離職率の間には，強

い相関は見いだせない。しかし，図４－６から

４－８からは，産業間で比較すると，大きな傾

向として，高生産性－高組合組織率－低離職

率，という関係が見て取れる。

図４－４　自発的離職率（1980－90年平均）

図４－４－２　自発的離職率の維持（製造業平均）

図４－５　非定年離職率（1980－90年平均）
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図４－６　労働組合組織率と労働生産性の関係

図４－５－２　非定年離職率の推移（製造業平均）

図４－７　自発的離職率と労働生産性の関係

注)　製造業２桁産業毎の1980－90年平均値。

注)　製造業２桁産業毎の1980－90年平均値。
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図４－８　労働組合組織率と自発的離職率の関係

注)　製造業２桁産業毎の1980-90年平均値。

Ⅴ．推定結果

１．組合の生産性効果の計測結果

　表５－１は，調整済労働組合組織率の名目労

働生産性への影響の計測結果を整理したもので

ある。同表によれば，1984年及び1988～90年を

除いて，0.2～0.3程度の弾力性をもって生産性

効果が認められている。表５－１－２は，実質

労働生産性への影響の計測結果であるが，この

点において名目ベースの結果とは殆ど相違ない。

　このように年ごとに組合の生産性効果が異な

ることは，どのように解釈されるだろうか。

　図５－１は，労働組合の生産性効果と景気の

関係を示すものであり，組合の生産性効果が認

められない年は，鉱工業生産上昇率が10％程度

ないしそれ以上である好況期に当たっており，

成長率と生産性効果の逆相関が見て取れる。

　この関係の解釈としては，Ａ）好況期には労

働者の不満がそもそも小さく，また労働市場の

緩和から不満者が比較的容易に離職できるた

め，労働組合の発言機構としての機能は強く果

たされず，また，超過勤務への抵抗などから組

合がむしろ労働生産性の引き下げ要因となりう

る，という解釈の他に，Ｂ）生産性効果にはタ

イム・ラグがあり，景気の転換点では，タイム

・ラグを考慮しない推定では有意水準が下が

る，という考え方がありうる。

　まず，Ｂ）の解釈の妥当性を調べるために，

組合組織率が１～２期のちの労働生産性を引き

上げるモデルを想定して回帰分析を行ってみた

が，好況期には相変わらず生産性効果が認めら

れなかった。

　次に，Ａ）の解釈の妥当性を検証するため

に，各年ごとの鉱工業全体の生産上昇率を説明

変数に加えて，通年のパネル分析を行った。表

５－２はこの結果を整理したものである。調整

済労働組合組織率が労働生産性に対してプラス

の効果を与えていることが，高い有意水準にお

いて示されている。（弾力性0.287，ｔ値6.95）。

　このように，景気の影響をコントロールした

モデルにおいて，組合の生産性効果が高い有意

水準において見られることは，Ａ）の解釈を支

持するものであろう。
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表５－１　労働組合組織率と労働生産性の関係
被説明変数：ｌｎＹ／ＮＨ

表５－１－２

被説明変数：ｌｎＹ／ＮＨ
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図５－１　組合の生産性効果と景気との関係

表５－２　労働組合組織率と労働生産性の関係（パネル）

２．生産性効果の影響経路の分析結果

　次に，組合の生産性効果がＶＯ ＩＣＥ仮説を

支持するものであるのか，つまり，自発的離職

率の低下などを通じての効果（ＶＯ Ｉ Ｃ Ｅ効

果）であるかを見ることにする。

　まず，労働組合に自発的離職率を低下させる

効果はあるのだろうか。

　表５－３は，自発的離職率を調整済労働組合

組織率に回帰した結果を示している。調整済労

働組合組織率は，ほぼ一貫して自発的離職率の

低下に寄与している（推定係数－0.3～－0.2，ｔ

値－7.0～－4.0）。労働組合に離職抑制効果があ

るとする仮説は棄却されない。

　また，図５－２は，調整済組合組織率の自発

的離職率引き下げ効果の強弱と景気の関係を示

したものである。同図は，好況時には離職率引

き下げ効果は低下することを示している。離職

率引き下げ効果に１～２期のタイム・ラグがあ

ると想定した推定においても好況期の引き下げ

効果が高まらず，また，パネル分析の結果は高

い有意水準で同効果を認めており（推定係数－

0.278，t値－19.1），好況期において労働組合

の果たす役割が低下する，という前段の仮説が

支持されている。
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表５－３　調整済労働組合組織率と自発的離職率の関係

                    被説明変数：ＶＱ

　最後に，離職の労働生産

よう。

　離職率の数値としては，

制約から，55歳未満の従業

Ｑ）を用いるが，離職率

（ＶＱ）の占める割合は65

ＶＱの間の相関係数も0.75程

　表５－４は，ＹＱの名目

の計測結果を整理したも

職率の労働生産性への影

イナスであり，また，パ

低下が有意に労働生産性

れている。しかし，年ご

85，6年などについてはそ

い。表５－４－２は実質ベ

あるが，パネル分析での

ことを除けば，ほぼ同様の
図５－２　自発的離職率引下げ効果と景気の関係
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性引き下げ効果を見

既に述べたデータの

員に係る離職率（Ｙ-

の中で自発的離職率

％程度であり，ＹＱと

度と高い。

労働生産性への影響

のである。同表は，離

響は，ほぼ一貫してマ

ネル分析では離職率の

を高めることが認めら

とに見れば，82年，

の有意水準は高くな

ースでの分析結果で

ＹＱに係るt値が低い

結果が得られている。

　この結果については，次のように解釈できる

だろう。すなわち，符号の一貫性が示すよう

に，離職率の低下には労働生産性を引き上げる

傾向がある。しかしながら，離職率が労働生産

性に与える影響は，企業特殊熟練の喪失による

マイナスだけでなく，合理的な雇用調整に伴う

プラスもある。82年，85，6年のような不況期

（図５－１参照）には，離職率が上昇するが，

その離職率は好況期よりも合理的な雇用調整を

多く含んでいるため，企業特殊熟練の喪失とい

うマイナス効果がより強く相殺されることとな

り，ここでの回帰分析の結果においては推定係

数及びｔ値が低下することとなる。
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表５－４　55歳未満離職率と労働生産性の関係

           被説明変数：Ｙ／ＮＨ

表５－４－２　55歳未満離職率と労働生産性の関係

                被説明変数：ｙ／ＮＨ

Ⅵ．結語

　以上の分析結果は，次のように総括すること

ができるだろう。

　労働組合には，不況期において，自発的離職

率を引き下げる効果があることが認められた。

この引き下げ効果は，労働組合が発言機構とし

て従業員の不満を代弁しうる結果，従業員の潜

在的不満を低下させ，また，不満がある場合に

も，離職を選ぶ前に発言による現状の変革を志

向するようになるからであると考えられる。ま

た，この引き下げ効果が好況期において有意に

認められないのは，好況期にはそもそも労働者

の不満は小さく，また労働市場が緩和するため

に不満者には好条件の転職機会があるため，労

働組合が発言機構としての役割を発揮する余地

が大きくないことによると考えられる。

　また，離職率の低下には，不況期において，

労働生産性を引き上げる効果があることが認め

られた。これは，離職には企業特殊熟練の喪

失，採用・訓練コストの増加等の効果があるこ

とによると思われる。

　そして，労働組合には，不況期において，労

働生産性を引き上げる効果があることが認めら
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れた。この生産性効果は，少なくとも部分的に

は，以上の自発的離職率引き下げ効果→労働生

産性向上効果，に支えられたものであろう。

　したがって，今回の標本，すなわち1980年代

の我が国製造業については，「不況期のＶＯＩ

ＣＥ効果」があるとの仮説は棄却されない，と

言ってよいだろう。なお，この結果は先行研究

である村松（前掲）の1970年代の我が国製造業

に関する分析結果と整合的である。

　しかし，この結論には若干の留保を付する必

要があろう。

　第一に，今回の分析は，集計度の高い資料を

用いての接近であるため，技術的要因や労働の

質について十分な資料が得られていない。今回

の結果は，厳密には，ＶＯ ＩＣＥ効果の兆候を

認めるものである，と言うに止めるべきだろう。

　第二に，今回認識された労働組合の生産性向

上効果が，実際の組合の諸活動の成果であるの

か，それとも「組合組織率を高める要因」の反

映であるのかは，判然としない。企業規模の影

響はコントロールしたが，Ⅳ.で言及したよう

に，労働組合組織率は，高技術の産業において

高くなる傾向にあり，もしもこうした高技術産

業には技術的要因等ゆえに高い労働生産性が認

められるのなら，われわれが認めたものは見せ

掛けのＶＯＩＣＥ効果にすぎないかもしれない。

　以上のような問題点を解決していくために

は，Ｂｒｏｗｎ ＆ Ｍｅｄｏｆｆ（前掲）後の米国で行われ

てきたように，個々の産業を対象にし，企業

ベース，事業所ベースの資料を下にした分析を

積み重ねていくことになるだろう。我が国産業

を対象にした分析は未だ蓄積が少なく，今後こ

うした研究が期待されるところである。

付録１　従業員の学歴及び性を考慮した自発的離職率の回帰分析の結果
　　　　　　　　　　　　被説明変数：ＶＱ
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